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１．はじめに

電気事業者に対して，新エネルギーによって発電された

電気を一定量利用することを義務付ける「電気事業者によ

る新エネルギー等の利用に関する特別措置法」（Renewables

Portfolio Standard, RPS）が，2003年４月から全面施行さ

れた＊1）．RPSにより，新エネルギーの環境価値に相当する

「新エネルギー等電気相当量」＊2）という概念が導入され，電

力供給地域をこえた取引が開始される．従って，電気事業

者および新エネルギー発電者はその供給量や取引価格＊3）の

動向に大きな関心を寄せているが，各新エネルギーに関す

る情報は体系化されてない上，環境価値の取引は新たな試

みであるため，現状では量および価格の見通しが不透明で

ある．このことが，制度の機能性や，制度参加者の適切な

方策の構築を妨げる恐れがある．

そこで本研究では，電気事業者の履行方策立案や新エネ

ルギー発電者の事業計画立案に資することを目的とし，日

本版RPSの定量評価を行う．まず，各新エネルギーの資源

量と経済性について，地域偏在性を考慮した推定を行う．

さらに，最適化計算により，効率的な新エネルギー導入パ

ターンと限界的な新エネルギー価値を導出する．最後に，

RPSにより電気事業者に生じる経済的負担を分析する．

２．Renewables Portfolio Standard

RPSは，電気事業者に対して，販売電力量の一定割合以

上の新エネルギー電気を利用することを義務付け，同時に，

新エネルギー等電気相当量（以下では新エネ相当量）の取

引を認める，キャップ・アンド・トレード型の制度である．

義務対象者である電気事業者とは，一般電気事業者，特定

電気事業者，および，特定規模電気事業者を指す．電気事

業者全体で実際に課せられる義務量は，2003年度約33億

kWhから2010年度に122億kWhに達する＊4）．対象新エネル

ギーは，太陽光，風力，バイオマス，中小水力，および，

地熱で，認定設備により系統連系され販売される電気でな

ければならない．バイオマスに関しては，混燃利用の場合

はバイオマス比率を乗じた量が新エネルギーとみなされ，

一般廃棄物発電もその一例である．

新エネルギー発電者は，電気事業者に対して，従来のよ

うに電気と新エネ相当量をまとめて販売することも出来る

し，分離して販売することも可能である．一例を挙げると，

北海道電力は電気のみを3.3円/kWhで購入する風力発電プ

ロジェクトをRPS導入決定後に募集した．この場合，新エ

ネルギー発電者は，新エネ相当量を東京電力など北海道電

力以外に販売することになる．電気事業者はRPS義務履行
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のために，自ら発電するか，供給地域内外の設備から新エ

ネ相当量を調達しなければならない．また，電気事業者間

で新エネ相当量の過不足分を取引することや，新エネ相当

量を次年度に持ち越すこと（バンキング）や一定範囲で次

年度から前借りすること（ボローイング）も認められる．

３．解析方法

3.1 概要

（1）解析フロー

解析フローを図１に，RPS対象新エネルギーの本研究に

おける扱いを表１に示す．解析は，資源推定，最適化計算，

費用分析の三段階で構成する．

第一段階の資源推定においては，既設および計画済みな

どの確定的に扱う新エネルギー供給量（以下では新エネ供

給量）と，今後建設される追加分の新エネ供給量を求める

ための資源条件を，新エネルギー別に推定する．確定的に

扱うのは，太陽光発電と中小水力，および，既設もしくは

計画されている風力と一般廃棄物によるバイオマス（以下

では一廃）の新エネ供給量である．また，風力と一廃につ

いては，最適化計算の入力資源条件として，追加的導入に

関する資源量と経済性を推定する．第二段階の最適化計算

では，競争的に導入量を決定し，新エネ相当量の取引価格

にあたる限界新エネルギー価値（以下では新エネ価値）を

導出することを目的とする．具体的には，検討期間中の累

積義務量から前述の確定分新エネ供給量の累積を差し引い

た分について，今後追加的に導入される風力と一廃の資源

条件，および，各々の電力価値を入力条件とした最適化計

算を行う．最終段階の費用分析では，導出された新エネ供

給量と新エネ価値を用いて，電気事業者に生じる経済的負

担の推定を行う．

なお，地熱および一般廃棄物以外のバイオマスは，開発

可能性と経済性の面から，当面は供給量全体に対して十分

な割合を占めるに至らないと見なし，解析から除外した．

（2）地域区分

解析の際には，新エネルギー特有の地域偏在性を考慮す

るために，一般電気事業者の供給区域を参考に全国を10地

域に区分する．本稿においては，適宜，「新エネ供給量」

という表現を用いるが，各地域の設備により供給される新

エネ相当量を指す．

各地域の義務量は，一般電気事業者の義務量を模擬し，

割当量は販売電力量想定1）を参考に推定する．特定電気事

業者，および，特定規模電気事業者は，現状では販売電力

量が小さいため考慮していない．

（3）利用目標量と検討期間

利用目標量は，４年ごとに向こう８年間について更新さ

れるとされており，現時点で確定しているのは2010年度ま

での利用目標量である．筆者らの分析によれば，日本版

RPSに関して最適化期間を2010年度までに限定すると，導

入量や経済的負担が過小評価となる可能性が高い2）．その

ような結果に基づき議論を進めることは，効率性の観点か

ら望ましくない．従って，本研究では，現段階では定めら

れていない2011～2014年度の利用目標量を2010年度と同水

準の122億kWhと仮定し，2014年度までの動学的最適化を

行う．解析結果としては，このうち，2010年度までの結果

を取り扱う．

（4）電力価値

風力，および，一廃発電の電気としての価値，いわゆる，

電力系統から見た回避可能原価を，４円/kWhと想定する．

同水準は火力燃料費に相当し，電源計画に及ぼす影響が小

さい場合の簡易的な回避可能原価として一般的である．

なお，電力価値は，各新エネルギーの出力安定性や各電

気事業者の供給構造などに左右される．電気事業者全体の

傾向は明らかではないが，本稿執筆段階で公表されている

RPS本格施行に伴う購入メニュー改訂例をみると，風力な

どはkWhあたり３円台，一廃も含むバイオマスは単純な

平均単価で約３～５円/kWh＊5）と様々である．従って，電

力価値に関しては感度解析を行う．

図１ 解析フロー

表１ RPS対象新エネルギーの扱い
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3.2 新エネルギー別の資源推定方法

（1）太陽光発電

主に住宅用発電設備を想定する．住宅用発電設備の新エ

ネ供給量に関しては，2001年度までの余剰電力購入実績，

および，2002年度以降の追加新エネ供給量の和とする．追

加新エネ供給量に関して，ペイバックタイムと導入率の関

係を1997～2001年度のデータより分析し，価格低減を織り

込んだ推定を試みた（図２）．

その際の主要な前提は以下の通りである．設備利用率は

地域ごとに異なり，11.2～13.5％とした．導入者代替単価

は23円/kWh（電灯単価および現行余剰電力購入単価に相

当）とした．建設単価は2002年度70万円/kWから2010年

度50万円/kW（毎年度４％ずつ低減）に達し，補助金は

2003年度以降交付されないものと仮定した．導入機会数に

は一戸建持家新築件数を用い，2002年度以降は2001年度水

準で一定とした．また，今後導入される発電設備の売電率

は，2001年度の推定発電電力量と余剰電力購入量実績の比

率を参考に推定し，48％とした．

非住宅用発電設備に関しては，電気事業者保有の発電設

備のみを考慮する．追加的な導入は想定していない．

（2）風力発電

電気事業者保有の発電設備，ならびに，事業用（新エネ

ルギー発電者保有）の発電設備を想定する．最適化計算対

象である今後追加的に導入される設備に関しては，新エネ

ルギー発電者保有の事業用設備のみと仮定し，自家消費用

の設備，および，電気事業者保有分設備は想定しない．新

エネルギー発電者保有分に関しては，既設ないし計画済み

の確定分の新エネ供給量，ならびに，追加分の資源条件を

推定した（図３）．

資源条件は，約１km四方の区画ごとに集計された平均

風速，および，建設可能性のデータに基づく．本研究にお

いては，NEDO風況調査3）における３つのシナリオのうち，

諸条件が中程度に作用する場合を想定したシナリオ２の条

件設定を基本とし，一部入力データの変更，風車大型化も

考慮しながら平均風速から設備利用率への換算を施すとと

もに，５km圏内に11万V未満の送電線が整備されている

ことを条件として加味した．建設単価は，2003年度におい

ては25万円/kWで，その後は毎年度２％ずつ低減すると

した．その他の諸前提としては，年経費率8.22％，運転費

率１％，所内率１％とした．

（3）一般廃棄物によるバイオマス発電

自治体や処理組合保有の設備を想定し，電気事業者によ

る導入は想定していない．一廃発電設備は，一般廃棄物処

理施設の新設・更新時に設置されるのが一般的である．そ

こで，処理施設の整備計画を推定し，推定された整備計画

ごとに余熱の発電利用可能性を設定することで，資源条件

とする．考察対象は，発電利用の経済性に注目した処理施

設整備時の発電設備併設可能性の検討であり，処理施設整

備計画の是非や，処理施設整備や廃棄物運搬に要する，い

わゆる廃棄物処理費用については，廃棄物行政として別途

対応される問題であるとみなしている．

整備計画については，自治体および処理組合の広域化計

画や処理施設の国庫補助採択状況などに関する，各種資料4）

やホームページ上で収集可能な情報を参考に，広域化ブロ

ックごとの処理施設整備時期および規模を調査した．従っ

て，推定される資源条件は，廃棄物行政と整合するものと

考えることができる．また，処理施設の大規模化による発

電利用の増加も考慮できる．もっとも，整備計画詳細の把

握が困難な広域化ブロックもあるため，その場合は，ブロ

ックとして必要な処理量と，施設経過年数を鑑みたブロッ

ク内総処理能力の関係を分析することで，整備計画を補完

した．

余熱の発電利用可能性は，整備規模により決定する（図

４）．発熱量は2000kcal/kg（全規模共通），バイオマス率

図３ 風力発電（追加分）の資源推定方法 図４ 一般廃棄物発電（追加分）の資源推定方法

図２ 太陽光発電の資源推定方法
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は60％とした．発電端効率は22～10％（大規模～小規模），

設備利用率は67～50％，所内率は36～90％，発電用所内率

は２％，建設単価は20～30万円/kWとした．また，年経

費率8.99％，運転費率10％とした．導入者代替単価は，発電

設備有無による経費比較5）を参考に推定し，10.8円/kWh

とした．最適化計算において，経済性に関する入力条件と

なるのは，平均単価である．平均単価は，発電費から電力

購入節減費を差し引いた未回収経費を，系統への売電電力

量で除した値であり，余剰電力売却時の損益分岐価格を意

味する．

（4）中小水力発電

電気事業者による保有設備と，公営電気事業者保有設備

を想定する．中小水力の新エネ供給量は，資源エネルギー

庁資料を参考に推定し，2010年度までに大幅な増加見込み

はないとみなし，期間中一定とした．

3.3 最適化計算方法

動学的な線形計画問題により，最適な新エネ供給量の内

訳と，新エネ相当量の取引価格にあたる新エネ価値を導出

する．

目的関数は，「2003年度価値換算された風力および一廃

の追加導入に要する総費用」についての最小化とする．こ

こで費用とは，導入費用から，電力としての価値を減じた

費用である．割引率は４％とする．制約条件は，風力関連

制約（建設面積上限・系統内設備容量上限），一廃関連制

約（設備容量上限），RPS関連制約（新エネルギー供給量

下限・取引同量・バンキング上限・ボローイング上限）で

ある．変数は，風力に関する各メッシュの年度ごとの新設

容量，一廃に関する各処理施設の整備年度における新設容

量，および，新エネ相当量の融通量などである．新エネ価

値は，最適状態における新エネルギー供給量下限制約式の

限界価格として導出される．

3.4 経済的負担の分析方法

RPS下で電気事業者に発生する追加費用としては，新エ

ネ相当量購入費，新エネルギー増加に伴う販売減収，系統

関係費，電気事業者による新エネルギー導入費が挙げられ

る．本研究では，これらのうち，新エネ相当量購入費と販

売減収についてのみ導出する．新エネ相当量購入費は，購

入する新エネ相当量に新エネ価値を乗じた経費で，追加費

用の大半を占める．あくまでも新エネ相当量のみの購入費

であり，環境報告書に記載される類の新エネルギー分野の

購入費ということであれば，電気分の購入費も加算する必

要があることに注意されたい．販売減収は，RPS対象の逆

潮する新エネ供給量が増加する一方，太陽光発電および一

廃について自家消費量の拡大が見込まれることを鑑みた費

用である．販売電力減少量は電気事業者の供給構造を変化

させるほど大きくはないとみなし，減少量あたりの損失は，

販売単価と電力価値の差額とした．

なお，太陽光発電の新エネ価値は，最適化計算から得ら

れる新エネ価値は適用せず，購入価格を23円/kWh，電力価

値を４円/kWhと仮定したときの，差分にあたる19円/kWh

として固定的に扱う．確定分の風力に関しては，長期購入

契約がひとまず継続するものとし，契約購入単価相当の

11.5円/kWhに新エネ価値も含まれているものと仮定した．

４．RPS導入の影響

4.1 新エネルギー導入量と追加費用の基礎解析

新エネルギーの供給量および設備容量を図５，図６に示

す．導入は，経過措置の縮小に伴い2008年度以降急増する

義務量に対して，前倒しで進められる．この要因の一つは，

風力や一廃の導入が計画上ある程度見込まれるためであ

り，もう一つは，将来の価格低減や割引率の効果を考慮し

た上でも，資源制約の中では良質な資源から計画的利用を

進めることにより費用効果が得られるからである．RPS

導入初期に供給量が義務量を上回ることで生じる余剰は，

バンキングされ，2009年度以降の履行に活用される．前述

の通り，2014年度までの最適化計算を行っているが，2011

年度以降に25億kWhがバンキングされる結果となる．2010

年度における供給量は，太陽光＊6）が７億kWh，風力＊7）が

図６ 新エネルギー設備容量の推移

図５ 新エネルギー供給量の推移
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45億kWh，一廃が30億kWh，中小水力が７億kWh，合計

で90億kWhとなる．制度上，バンキングやボローイング

活用が認められるため，2010年度において利用目標量122

億kWhに合致する必要はないことに注意されたい．参考

までに，設備容量は，太陽光＊6）が149万kW，風力＊7）が198

万kW，一廃が179万kW，中小水力が14万kW，合計で540

万kWである＊8）．引き続いて，各地域における2010年度の

供給量内訳（図７）を参考にしながら，新エネルギー別の

導入傾向について述べる．

太陽光発電は，2003年度以降は設置費助成が終了すると

いう仮定に従い，一旦は導入ペースが減速するが，建設単

価の低減に伴い供給量が拡大する．なお，建設単価の前提

条件を毎年度７％低減し2010年度に40万円/kWを下回る

としても，供給量は16億kWhであった．地域別で見ると，住

宅の多い東京・中部・関西が多く，これに九州・中国が続

く．ただし，いずれの地域も，履行に占める割合は小さい．

風力に関しては，大規模風力入札により2004年度頃まで

堅実な伸びが見込まれる．その後も，着実に導入が進む．

2003～2010年度の設備容量の平均増加は約20万kWであ

り，2003年度の増加見込みとほぼ等しい．地域別では，一

般的に好風況地域とされる東北・北海道の導入量が多い．

一廃に関しては，ダイオキシン規制強化の対応上，2002

年度を中心として導入機会が一時的に急増して，供給量が

増加する．ただし，その後の増加ペースは鈍化し，2003～

2010年度の平均増加は約６万kWである．一廃は，経済性

では優位な印象が強いが，新エネルギーとみなされるのは

バイオマス率を乗じた分であるため，風力の経済性と比較

する際には注意を要する．地域別では，特に大規模の処理

施設が多い人口密集地域を中心としており，東京・関西・

九州の順で供給量が多い．

各地域の新エネ供給量と義務量の推移を図８に示す．地

域別に見ると，義務量以上の新エネ供給量を有する主要な

地域は，東北・北海道である．両地域は既設もしくは計画

済みの風力が多い点が特徴であり，もとより，バンキング

を活用すれば義務量を達成可能な新エネ供給量が見込まれ

る．さらに，風力建設の好条件地域であるため追加的導入

がなされ，終始，余剰が生じることになる．

他方，東京・関西・中部に関しては，新エネ供給量が義

務量を下回りがちである．これら地域は，現状で新エネ供

給量が少ないことに加え，需要密度に対して資源密度が小

さい．一廃の追加導入に期待することも出来るが，基本的

には地域内設備のみで調達するのは得策でないと言える．

本稿では地域内のみで調達する場合の新エネ価値について

詳細を取り上げないが，例えば，東京の場合，新エネ価値

は上限価格11円/kWhを上回る．他地域設備からの新エネ

相当量購入，もしくは，肩代わりの活用が有効であり，ま

た，後期において不足量が急増するので，予め積極的な対

応を進めバンキングしておくことが必須となるであろう．

新エネ相当量の取引価格にあたる新エネ価値の推移を図

９に示す＊9）．2003年度において4.3円/kWh，2010年度にお

いて5.8円/kWhとなる．ただし，2011年度以降の利用目標

が増加するならば，より高水準となる．なお，ここで示す

新エネ価値は，将来を考慮した上での，完全競争市場を前

提とした均衡価格である．従って，売り渋りのような価格

変動要因は表現されない．

RPS下においても，従来のように電気と新エネ相当量を

まとめて契約することは可能であるが，その際の購入価格図８ 各地域の新エネルギー供給量と義務量の推移

図７ 各地域の新エネルギー供給量内訳（2010年度）

図９ 新エネルギー価値の推移
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は，電力価値と新エネ価値に連動すると解釈できる．内訳

例として，図10に2010年度の値を取り上げる．一廃に関し

ては，通常，新エネ電気と，新エネでない電気が混在する．

これらの電気を区別せず一括購入する契約も想定される

が，この場合，本来の新エネ価値にバイオマス率を乗じた

水準が，見かけ上の新エネ価値となる．

RPS下で電気事業者に生じる追加的な対策費用を図11に

示す．同図には，販売電力量あたりの追加費用も示してい

る．系統関係費用や電気事業者による新エネルギー導入費

用は考慮していないが，当面の追加費用として電気事業者

全体で，2010年度において約930億円，販売電力量に対し

て約0.1円/kWhの負担が生じる．本研究のように供給側か

ら影響を把握し，一方で，家庭・業務・産業部門など需要

側の負担許容額を把握し6），7），RPSが国民経済的に整合し

うるかを検証することは，有意義であろう．

4.2 電力価値に関する感度解析

電力価値の水準次第で，最適な新エネルギー内訳や新エ

ネ価値は変化すると考えられる．4.1節においては，風力

と一廃から購入する際の電力価値を，共に４円/kWhとし

て解析を行ったが，ここでは３～５円/kWhとして感度解

析を行う．ただし，出力変動性を鑑みて，風力の電力価値

が一廃の電力価値を上回るケースは想定しない．

2010年度における風力および一廃の新エネ供給量を図

12，図13に比較する．例として，一廃の電力価値が４円

/kWhの場合を取り上げると，風力の電力価値が４円/kWh

から３円/kWhに変化するに従い，相対的に経済性が優位

となる一廃の導入量は増加し，風力の導入量は減少する．

この時の新エネ価値は，図14によれば5.8円/kWhから6.6

円/kWhに上昇する．これら結果より，導入パターンや取

引価格は，資源条件だけでなく，電力価値の評価によって

も異なることが明らかとなる．なお，本解析フレームでは，

このように新エネルギーごとに電力価値を設定することは

勿論，地域ごとに異なる電力価値を設定して検討すること

も可能である．

図10 風力・一廃発電からの購入価格内訳（2010年度）

図11 電気事業者に生じる追加費用の推移

図12 風力発電の新エネルギー供給量（2010年度）

図13 一廃発電の新エネルギー供給量（2010年度）

図14 新エネルギー価値（2010年度）
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５．おわりに

本研究では，RPS下における電気事業者の履行方策立案

や新エネルギー発電者の事業計画立案に資することを目的

とし，新エネルギーの導入可能性を推定し，エネルギー・

地域・年度別の新エネルギー供給量，環境価値にあたる新

エネルギー相当量の取引価格，および，電気事業者に生じ

る経済的負担について分析した．いずれの新エネルギーも

地域偏在性を有するため，供給地域をこえた新エネルギー

相当量の取引や電気事業者間の取引の活用が効果的な履行

手段となりうること，義務量の増加ペースの早まる2010年

度付近に備えて前倒しで対応を進めることが有効であるこ

となどを，示唆として得た．

定量的な解釈を深めるためには，資源量と経済性につい

て，より精査することや，感度解析を行う必要がある．ま

た，資源条件だけでなく電力価値も結果を左右するので，

順次公表されつつある各電気事業者の新購入制度における

電力価値の考え方を反映して解析することも考えられる．

注５） バイオマスに関しては，時間帯区分別単価の設定が一般的

である．ここに挙げる水準は，余剰出力を一定と仮定した

場合の平均単価である．現実には昼間の余剰出力が大きい

場合が多く，このときの平均単価は高くなる．

注６） 電気事業者保有分以外の非住宅用設備は想定外である．

注７） 今後建設される自家消費目的の設備は想定外である．

注８） 2001年に経済産業省が策定した，2010年度における供給サ

イドの新エネルギー導入目標量と比較する際には，以下の

ような点に注意されたい．RPSは，自家消費分を対象とし

ない．そもそも，両者の目標は完全には対応していない

（新エネルギー導入目標量からRPS利用目標量にブレーク

ダウンする際の自家消費量を除外する前提が正確とは限ら

ない，廃棄物発電によるバイオマス相当以外の量がカウン

トされないこととなった，等による）．また，RPSの場合

は，バンキングやボローイングが可能なため2010年度断面

を厳密に評価する必要はない．

注９） 本稿における「円」「円/kWh」の表記は，名目である．

新エネ価値は，実質では均衡するが，名目では割引率に応

じて逓増する．
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注 　 　 釈
注１） 資源エネルギー庁により，RPS専用のホームページが開設

されている（http://www.rps.go.jp/）．

注２） 諸外国において，再生可能エネルギー証書，グリーン電力

証書などと呼ばれるものに相当する．

注３） 諸外国において，再生可能エネルギー証書価格，グリーン

電力証書価格などと呼ばれるものに相当する．我が国にお

いて，正式に定義された呼称は存在しない．本稿において

は，「新エネルギー価値」（新エネ価値）と呼ぶ．

注４） 正確には「調整後の義務量」である．以後，本稿において

は「義務量」と呼ぶ．義務量は，前年度の販売電力量に依

存するため，推定値に過ぎない．




